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《平成31年度・平成32年度・平成35年度事務事業評価》
　地方公会計制度の活用により、より効果的で効率的な事務事業評価を実施し、着実な予算への反映に
繋げていく。

《平成33年度計画事業評価、平成34年度施策評価》
　後期基本計画における計画事業の取組評価と施策評価を２カ年で実施することで、第２次総合計画の進
捗確認および第３次総合計画の策定に向けた取組をより効果的・効率的に実施する。

《平成30年度事務事業評価》
　再評価及びフォローアップの徹底など、予算への着実な反映を意識した事務事業評価を実施するととも
に、地方公会計制度の活用による効果的な評価の実施、評価シートの見直しによる負担軽減等について
検討する。

事務事業評価事務事業評価 事務事業評価 事務事業評価

施策評価

行政評価制度の見直しについて

　これまでの成果と課題を踏まえ、より効果的で効率的な評価制度とし、事務事業の改善・見直し、予算へ
の着実な反映に繋げていく必要がある。

項目

第２次総合計画

前期基本計画

後期基本計画
策定に向けた見直し

取組内容

　現在、前期基本計画の５カ年の中で、隔年で２回実施している施策評価（市民意識調査の実施を含
む）について、実施時期の見直しを行う。第３次総合計画の策定時期に合わせ、平成33・34年度の２
カ年で計画事業の評価と施策評価を実施し、第２次総合計画（後期基本計画）の進捗確認及び第３
次総合計画の策定に向けた取組をより効果的・効率的に進めるとともに、事務負担等の軽減を図る。

後期基本計画

　平成30年度　<予算への反映の徹底とこれまでの課題の整理＞

　平成31～35年度　<地方公会計制度の活用と評価サイクルの見直し>

　行財政改革推進委員会による事務事業評価（外部評価）については、引き続き、市民や有識者など
行政外部の視点による評価を実施し、行財政改革推進本部の最終評価における重要な判断要素と
する。

行政評価制度
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２　事務事業評価の見直し

（１）課題への対応

（２）地方公会計制度の活用に向けた検討

その他 ・事務事業評価シートへのデータ活用による事務負担の軽減

セグメント分析等の活用
・各事業単位での行政コスト分析、課題の抽出
・資産老朽化比率、受益者負担比率等の分析による課題の抽出

固定資産台帳の活用
・施設更新需要の算出、維持管理経費の平準化
・公共施設の適正規模・適正配置の検証

項目 活用方法

財務書類の活用 ・他市比較による課題の抽出

地方公会計制度の活用

・地方公会計制度の導入に伴い、整備された固定資産台帳
や各種財務書類等を活用し、セグメント分析や各種データ
に基づく評価対象事業の抽出や、より効果的で効率的な評
価を実施し、着実な事業の見直しと予算への反映に繋げて
いく。

※現在、各自治体において統一的な基準による財務書類の
作成・公表に向けた取組が進められているが、事務事業評
価においてどのような活用が可能なのか、引き続き検討す
る必要がある。

・過去評価事業の再評価は、過去の評価内容を踏まえ、ポ
イントを絞った評価を実施し、所管課及び評価者の負担軽
減を図る。
・評価シートを見直し、より分かりやすく、簡潔な表現と
し、シート作成の負担を軽減する。

評価実施に伴う事務負担等の軽減

課題

・目標年度の明確化とフォローアップの徹底により、予算
への反映に向けた着実な取組を推進する。

・評価後の取組結果等の情報提供について検討する。評価結果に対する対応状況の可視化

課題への対応

評価結果の着実な予算への反映


